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JICSAPの国内ICカード
標準化への取り組み

はじめに

日本国内だけでもすでに2 0 0 0万枚弱が使われているI C

カードは、これを取り巻く技術と環境の変化とともに、

ようやく本格的な利用がされようとしています。

しかし、これまでは各メーカやユーザーが、それぞれ

の目的や用途に応じて個別に仕様を設定し、開発してき

おり、I Cカードシステム間の互換性はまったくといって

いいほどないのが実情です。

I Cカードは高度情報社会や電子商取引（E C：E l e c t r o n i c

C o m m e r c e）社会のキーコンポーネントであり、I Cカード

システムは新しい社会システムともなり得る可能性を持

っています。

これからI Cカードシステムがさらに発展し、社会的な

システムとして普及、定着していくためには、仕様の互

換性や共通プラットフォームの技術環境の整備等、国際

標準化動向と国際市場戦略をも視野に入れた標準化への

取組みの重要性が、一段と重みを増してきます。

9 9年はわが国のI Cカード市場の創造において、エポッ

クメーキング的な年でした。3月にはN T Tの公衆電話にI C

カードテレホンカード（スマートテレホンカード）が商

用サービスとして登場し、高速道路にはE T C（ノンスト

ップ自動料金収受システム）が本格導入される初年度と

なりました。

いずれも全国規模のI Cカードシステムですが、さらに

市民レベルで新しいI Cカード社会の到来を告げる、住民

基本台帳法改正案の第1 4 5回通常国会での法案成立があり

ました。

法律が施行されると、希望する国民には市町村からI C

カードの「住民基本台帳カード」が交付されることにな

りますが、交付を希望する国民を1人でもふやすためには、

利便性が高く、プライバシーの保護を含め安心して使え

る、セキュリティ機能が十分な魅力あるI Cカードシステ

ムを実現することが求められます。

そのためのI Cカードの技術環境としては、1枚の住基カ

ードが全国津々浦々で使えること、サービス機能として

は利便性と魅力を高めるキラー・アプリケーションの開

発が決め手になります。現在、通産省が県の協力を得て

岐阜県益田郡の五町村で行っている、広域・多目的I Cカ

ード実証実験の目的は、まさにここにあります。

J I C S A P（J＿apan I＿c C＿ard S＿ystem A＿P＿plication council：

I Cカードシステム利用促進協議会）は、かかる広域・多

目的利用I Cカードの仕様化にニューメディア開発協会と

の連携により取組んできましたが、ここではJ I C S A P自体

とその活動経緯を、標準化への取組みを中心に述べます。



1．JICSAPの誕生と背景

カード社会のインフラストラクチャーとして期

待されるI Cカードシステムにおいて、そのキーコ

ンポーネントとしてのI Cカードの標準化が非常に

重要であるとの認識は言を待たないでしょう。し

かし、すでに動いているI Cカードシステムでは、

互換性はほとんど考慮されていません。

I Cカードの標準化は、関係する組織の利害を調

整し、透明性、公平性を確保しながら、グローバ

ルかつ総合的に推進しなければなりません。ここ

から、メーカ、システムインテグレーター、利用

者がバラバラに動くのではなく、互いに連携しあ

い、将来に向けてベクトル合わせができるような

組織の必要性が浮上しました。

このような考え方で、9 3年3月にJ I C S A Pが設立

されました。J I C S A Pの一つの特徴は、メーカや

システムインテグレータのような、I Cカードシス

テムを開発・販売する側の組織だけではなく、シ

ステムを導入し、実際に活用して行く側の企業や

団体も数多く参加しているところにあります。つ

くる側の論理では、どんなに参加者が多くても、

技術からの発想という限界を脱しきれません。こ

れに対して使う側は、ユーザオリエンテッドな発

想ができます。また、I Cカード社会の創造には、

中央省庁との横断的な関係の確保、これに基づく

政策プランナ－としてのアドバイス、支援・協力

が重要となります。このため、通産省、郵政省を

はじめ関係各省庁がオブザーバとなり、各省庁の

外郭団体が会員として参加しています。こうした

点で、運営面ではいわゆる工業会と性格を大きく

異にしています。

J I C S A Pには現在、国内外7 5の企業・団体が参

加し標準化に取組んできていますが、これからも、

モノづくりの専門家とオペレーションの責任者が

一つのテーブルを囲み、互いに情報交換を行い討

議を重ねることを通じ、I Cカード社会に向けより

現実的な提案をしていきたいと考えています。
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ICカード標準化への取組み



2．JIS X 6306共通コマンドの
規格化

通産省は大きく分けて三つの観点から、I Cカー

ドに対する取組みを進めています。一つは、工業

技術院で取組んでいるJ I Sなど標準化を行なう作

業です。二つ目は、J I C S A Pなどが中心となって

取組んでいる業界標準の策定作業やニューメディ

ア開発協会による各種アプリケーションの開発と

普及です。三つ目は、I Cカードを実際にどのよう

に活用して行くのか、アプリケーションレベルで

の標準化です。

（1）標準化対応組織

I Cカードの普及には、“I Cカード利用システム

の目的、効果等について関係者間で共通の利益を

得る”ための調整と、“I Cカードの物理的・機能

的な条件等について、基本的部分での互換性を確

保する”標準化の推進と仕様の決定が必要となり

ます。

前者についてはクレジット各社や銀行協会等

で、後者は世界的には国際標準化機構（I S O）、国

際電気標準会議（I E C）、日本国内では日本工業標

準調査会情報部会（事務局・通産省工業技術院標

準部）で進められ、国内の関係する機関及び

I S O／I E Cの標準化組織はそれぞれ次のとおりと

なっています。

一方、幅広い様々な分野でI Cカードが利用され

る動きが顕在化しており、わが国で動き出した

I T S（高度道路交通システム）の国際標準化では、

9 2年I S Oに専門委員会のT C／2 0 4が、保健医療情

報分野でも9 8年にT C／2 1 5が設置されています。

T C／2 1 5に対応する国内委員会は、9 8年6月に医

療情報システム開発センター（M E D I S）に設け

られ、T C／2 1 5にはJ I C S A Pも委員として参加し

ています。

（2）接触型I Cカードの国際標準化

I Cカードは1 9 7 0年代にロラン・モレノ氏（フラ

ンス）並びに有村国孝氏（日本）によりほぼ同時

期に発明されましたが、日本は製造面では最先端

の位置にいると自負しているものの、利用面では

ヨーロッパに大きく遅れをとっています。

遅れをとった理由は幾つかありますが、その一

つに1枚のI Cカードの利便性、効率性を重視した、

多目的利用に重点を置きすぎたのではないかとい

う指摘があります。

通産省ではこうしたわが国のI Cカード市場の閉

塞感を打開し、市場を立ち上げるため、接触型I C

カードの国際標準化の中で、長年の懸案であった

基本コマンド部分（I S O／I E C 7 8 1 6－4）の国際標

準化策定にようやく見通しがついたことから、

J I C S A PにJ I S原案作成作業を委託し、JIS X6306

（外部端子付きI Cカード－共通コマンド）が9 5年

1 0月1日に制定されました。

（3）原案作成の組織と留意点

J I C S A Pでは原案作成組織として、東京工業大

学　大山永昭教授を部会長とする標準化部会と多

目的利用部会を設置し、標準化部会にはワーキン

ググループとしてシステム、カード、リーダ／ラ

イタの三つの分科会を設け、標準化部会の調整は

主査連絡会、全体の調整は合同部会で行う体制と

しました。

J I S原案作成に当たって特に配慮されたことは、

建設、クレジット業界で使用されているI Cカード

およびI Dカード等一般企業で使用されているS型

I Cカード（I Cカード関連1 6社が決めた国内暫定標

準）との、相互運用性と国際標準との整合性でし

た。

このため、検討組織には関連団体にも委員とし

て参加してもらうことで透明性、公平性の確保に

配慮しました。

3

国　内　標　準　機　関



（4）JIS X 6306の規格内容

国際標準で定めたコマンドの規格の範囲は、各

国の要求を広く取り入れたオプション形式である

が故に、その規格数は膨大となっています。この

ため、現在のI Cカードメモリ容量では、すべてを

カードにインプリメントできないため、I S O準拠

であってもメーカー間で異なるコマンドをインプ

リメントする可能性があり、各社のI Cカードの互

換性が必ずしも確保できないことが大きな問題と

なりました。

しかし、J I C S A Pでは、J I S原案を制定するに当

たって、

①J I S準拠カード間での最低限の互換性を確保す

ること。

②各業界が国際標準案に基づいて、これまで検討

してきた規格案は可能な限り尊重すること。

の2点に特に留意することとし、カードの相互運

用性を確保するための方策を検討しました。

その結果、これまで各業界ですでに検討されて

きた規格を最大限活用し、かつそれらの間の相互

運用性を確保するため、J I Sカードとして最低限

の機能を持たせる基本コマンドを規定し、それ以

外のI S O／IEC 7816－4で規定されるコマンドにつ

いては、各メーカ、ユーザが自由に選択できるオ

プション機能ととして扱うこととしました。これ

により、J I S準拠カード間であれば、必須コマン

ドで必要最低限の相互運用性を確保することを可

能としました。

4

ICカードの国際標準化組織



3．北海道滝川市向け仕様の開発

JIS X 6306の制定により、J I S準拠I Cカードの相

互運用性が可能な環境が確保され、国内市場拡大

の道が開かれました。

（1）開発の背景と目的

通産省はニューメディア・コミュニティ構想に

基づく地域情報化施策の一つとして、商店街カー

ドシステムの導入調査を行い、I Cカードを用いた

情報システムの検討を行なっていました。その調

査結果を踏まえ、ニューメディア・コミュニティ

構想応用発展地域に指定され、商店街の活性化に

積極的な検討、取組みを行っていた北海道滝川市

に白羽の矢をたて、I Cカードシステムモデル事業

を、9 5年に滝川市で行うことを決定しました。

このモデル事業は、次の三つのテーマを主眼に

していました。

①I S O／I E C国際標準準拠I Cカードの導入

②メーカ各社製造I Cカード関連機器の相互運用性

の検証

③多目的利用I Cカードシステムの実現

とくに、③はこれまで技術的に実現できなかっ

た複数のアプリケーションサービスを、JIS X

6 3 0 6の制定を受け、公共・民間分野において一枚

のカードで提供することを可能にする多目的利用

をめざしたもので、国内初のシステムとして注目

すべきものでした。JIS X 6306の共通コマンドは

前述したように、メーカ間の最低限の互換性を確

保するために規格化したものですが、滝川市向け

仕様では、多目的利用という、さらに高度なI Cカ

ードの機能、仕様化が要求されました。

通産省はJIS X 6306の原案を作成したJ I C S A Pに

協力を要請し、ニューメディア開発協会が実証実

験を担うことになりました。

（2）仕様化にあたっての基本コンセプト

J I C S A Pが原案を作成したJIS X 6306を基本とし

ながらも、そこでは規定されていない I S O／

I E C 7 8 1 6－4のコマンドや機能のうちから、多目的

利用実現の基本要件となるセキュリティに関する

コマンドを必要に応じて組み込むとともに、国際

標準化となっていないシステムの管理・運用コマ

ンドを規定する方向で行い、とくにアクセス制御

方法を明確化し、次の点を実現しました。

①I S O／J I S標準化を踏まえ、異なるユーザでも共

通した利用ができる。

②公開性があり、長期にわたって陳腐化しない。

③誰でも使える容易性がある。

上記に加え、国内各地で稼動、実運用に供され

ているI Cカードシステムの運用に支障が発生しな

いよう考慮することとしました。

（3）仕様の特徴

本仕様はカード製造者、リーダ／ライタ製造者、

システムインテグレータ等のI Cカードシステム関

係ベンダー間の、アプリケーションレイヤでの相

互の互換性を、多目的利用の場面で取ることを目

的に制定され、多目的利用に供せられるよう、運

用業務面（発行処理、キーのアンロック業務等）

では、運用者が同一のユーザ・インターフェース

で操作できるよう配慮されています。

多目的利用I Cカードは複数のファイルを格納す

るため、ファイル間の不当なアクセスを防止する

ためのファイルの独立性の確保が必要となりま

す。このため、滝川市向け仕様では、JIS X 6306

にファイルの管理・運用セキュリティ対策のコマ

ンドを追加していますが、J I S規格（X 6303／

6 3 0 4／6 3 0 5／6 3 0 6）を遵守しています。

また、I Cカード発行システムを共通化するため

の「発行ライブラリ仕様」も決めています。

5

○●…規定　　－…留保

基本コマンドの比較

基本コマンド
I S O／I E C J I S

7 8 1 6－4 X 6306

1 READ BINARY ○ －

2 WRITE BINARY ○ －

3 UPDATE BINARY ○ －

4 ERASE BINARY ○ －

5 READ RECORD（S） ○ ●

6 WRITE RECORD ○ －

7 APPEND RECORD ○ ●

8 UPDATE RECORD ○ ●

9 GET DATA ○ －

1 0 PUT DATA ○ －

1 1 SELECT FILE ○ ●

1 2 V E R I F Y ○ ●

1 3 INTERNAL AUTHENTICATE ○ ●

1 4 EXTERNL AUTHENTICATE ○ ●

1 5 GET CHALLENGE ○ ●

1 6 MANAGE CHANNEL ○ －



（4）主な規定内容

・伝送仕様について

I S O規格では、A T Rの伝送仕様およびP T Sの

伝送仕様が、3 . 5 7 1 2 M H zの9 6 0 0 b p sで固定化され

ており、以降のサブシーケント伝送に関しては、

A T R中のパラメータおよびP T Sにより伝送条件

を変更可能としています。本仕様では、リー

ダ／ライタ側の処理を容易にするために、

A T Rおよびサブシーケントの伝送仕様を同一

（3 . 5 7 1 2 M H zの9 6 0 0 b p s固定）としています。

・ファイル構造について

ａ．ファイル構造

D F間共通の情報を格納する「共通ファイ

ル」を実現するために、最低2レベルのD F

をサポートしています。

ｂ．基礎ファイル（E F）構造

「レコ－ド構造」だけでなく、大量のデー

タを効率的に格納できる「透過構造」も採

用しています。

レコードの形式は、メモリの有効活用を考

慮し、他業界においても使用されている簡

易符号化T L Vフォーマットを採用していま

す。このレコード形式を採用するに当たり、

レコード番号指定に加え、レコードI Dによ

る指定方法を採用しています。

・セキュリティ構造について

ａ．セキュリティ属性については、各アクセス

種別ごとに、4つのアクセス当事者のキー、

及び4つのアクセスノードキーの組み合わ

せを設定できる範囲で十分ではないかとの

意見もありました。しかし、様々な設定条

件があることを考慮し、より多くのキーの

組合わせを設定できるようにしています。

その結果、I Cカードのリソースを考慮し、

上記の各々7つのキーの組み合わせを設定

できます。

ｂ．暗号方式については、1つの方式を規定す

ることも考えられましたが、現時点では暗

号方式を1つに限定できないため、搭載さ

れる暗号方式を規定するのではなく、単一

の暗号方式を搭載することとし、カード内

に記録された「カード識別子」により、搭

載された暗号方式を識別する方法を採って

います。

・コマンドについて

ａ．I S O規格にて規定されているコマンド以外

にも、カードの運用形態を考えた場合に必

要であると想定されるコマンドを、「準シ

ステムコマンド」として規定しています。

ｂ．上記以外のファイル生成系コマンドについ

ては、どのベンダーカードかを意識するこ

となく、ファイルを生成することができる

ように、規定すべきではないかとの意見も

ありました。しかし、これらコマンドは、

カード内のO Sにて制御されるファイル管

理方法に大きく影響し、これを規定するこ

とは各ベンダーの独自性を否定する恐れが

あります。

そのため、これら発行機に適応したプログ

ラムを、発行機にインストールすることに

より対処することとしています。また、該

当カードが、どの発行プログラムに対応す

るかは、カード内に記録された「カード識

別子」情報を読み出すことにより、判別す

る方法を採っています。

（5）コマンド体系

（6）実証実験結果

滝川市I Cカードシステムは商店街カードシステ

ム（ポイント機能、駐車場ポイント機能）、健康

管理システム（血圧、脈搏等の記録管理）からス

タートしました。
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順番 コマンド名

1 READ BINARY

2 WRITE BINARY

3 UPDATE BINARY

4 READ RECORD（S）

5 WRITE RECORD

6 APPEND RECORD

7 UPDATE RECORD

8 SELECT FILE

9 V E R I F Y

1 0 INTERNAL AUTHENTICATE

1 1 EXTERNL AUTHENTICATE

1 2 GET CHALLENGE

1 LOCK DF

2 UNLOCK DF

3 UNLOCK KEY

4 CHANGE KEY

5 ERASE ALL RECORDS

コマンド一覧表

ユ　
ー　
ザ　
ー　
コ　
マ　
ン　
ド　

コ　
マ　
ン　
ド　

準　
シ　
ス　
テ　
ム　

■色のついている部分は

JIS X 6306で規定され

ていることを示します。



上記システムは、計画通り9 6年2月に運用に入

り、9 6年度で終了しました。

その検証・評価結果はニューメディア開発協会

により、9 7年3月に「平成8年度電源地域における

多目的利用I Cカードシステム運用調査報告書（財

団法人電源地域振興センター）」としてまとめら

れました。

実験終了後は滝川市に自主的な運営が移行した

ましたが、現在は3 4 , 0 0 0枚を超えるカードが発行

され、商店街の加盟店も1 0 0店を上まわり、磁気

ストライプを利用してのクレジット機能が付加さ

れ、隣接地域への拡大が検討されています。

なお、実証実験中の9 6年1 0月には早くも、実験

に参加した沖電気工業がシステムインテグレータ

ーとなり、滝川市向け仕様（その後J I C S A P仕様

V 1 . 0として制定）に基づき、駒ヶ根市商店街プリ

ベイド型電子マネーカードシステムを商用サービ

スとして実現させています。このシステムは電子

マネーサービス並びにポイントカードサービスを

併設して開始され、サービスのアクセス端末とし
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システム サービスの内容 稼働日 事業主体

商店街ポイント ・ポイント機能 平成8年2月 滝川情報事業協同組合

カードシステム ・駐車場ポイント機能 （げんきカード会）

・クレジット機能

（H 9．4からクレディセゾンと提携契約）

・プリベイド機能（H 1 0．1 0から）

・釣り銭積立機能（未稼動）

健康管理カード ・健康データの測定結果に基づき保健婦が健康指導／相談 平成8年6月 滝川市保健課

システム ・市民の健康状態に合わせた運動処方を導く （保健センター）

・医学的検査／体力測定データの記録と健康の度合いの変

化の把握

・測定結果を「健康度測定総合結果」に記録し通知

滝川市多目的利用ICカードシステム

●システムの内容

●利用状況

●導入経過

・平成元年7月 通産省からニューメディアコミュニティ構想応用発展地域に指定

・平成3年3月 商店街・観光・流通・技術の情報化の指針策定

・平成6年3月 商店街カードシステムの導入に関する調査

・平成6年8月 小売業者に対するカードシステム導入意向調査を実施

・平成7年1月 多目的利用I Cカードシステムモデル事業の地域指定

・平成7年4月 滝川情報事業協同組合設立

●導入の背景

・消費者のライフスタイルの変化への対応

・郊外型大型店，C V S、D Sへの対応策

・消費者ニーズへの対応

・既存商業の連携の強化

・消費者とのコミュニケーション　

●今後の課題

人口（滝川市） 4 8 , 0 0 0人 月間カード売上平均 5億円

商圏人口 7 5 , 0 0 0人 月間ポイント総発行数 5 0 0万円

カード発行枚数 3 4 , 1 4 6人 月間ポイント総利用数 4 0 0万円

加盟店数 1 1 0店 月間利用回数 1 5万回

店舗端末台数 1 4 7台 月間利用会員数 2 1 , 0 0 0人

商店街ポイントカード 健康管理カード

魅力あるイベントの企画 システムの拡充

顧客情報等の情報活動 健康測定器の拡充

仮想商店街の構築 市内健康づくり施設等での測定を可能に

新たな業種・業態店の加盟店募集



て金融機関のA T Mと各店舗P O Sを使用してリロ

ード機能も当初から実稼動しています。

このことからも、滝川市のモデル事業は予想以

上の成功をおさめたといえますが、駒ヶ根市のシ

ステムではその後、駒ヶ根市役所での住民票や印

鑑証明書の交付手数料にも利用でき、また電子マ

ネー並びにポイントのカード間移動等も可能とな

り、リージョナルペイメントシステム、コミュニ

ティカードとして地元住民の日常生活に密着した

完成度の高いサービスが提供され、近隣の飯島町

にもそのサービス領域が広がっています。

4．JICSAP仕様V1.0の開示

J I C S A Pでは9 7年3月の滝川市多目的利用I Cカー

ド実証実験の検証・評価を受け、直ちに仕様公開

に取組み、9 7年9月にJ I C S A P仕様V 1 . 0として開示

しました。

通産省は、9 6年2月に開始された滝川市の多目

的利用I Cカード実証実験が順調に推移しているこ

と、国内市場でのI Cカードシステム間の相互運用

性を一日でも早く確立して行くことが望まれるこ

と等から、滝川市向けJ I C S A P仕様の早期公開を

期待していたものと思われます。

この点で開示は遅過ぎたとの批判が一部ありま

したが、すでに市場に出まわっているI Cカードの

存在、見切り発車で公開したあとに不具合が発生

した場合の影響など、J I C S A Pとしては慎重に対

処せざるを得ない面があったことは否めません。

しかし、開示以降は、広域利用に向けたバージ

ョンアップ作業に着手していたこともあって報道

発表こそ見送りましたが、カード専門誌の月刊カ

ードウェーブに「J I C S A Pスペシャルレポート」

ページを開設し、9 8年2月からJ I C S A P仕様V 1 . 0の

連載解説を始めました。また、9 8年3月には東京

国際展示場（東京ビッグサイト）で開催された、

日本経済新聞社によるS E C U R I T Y S H O Wには

じめて出展し、仕様書を公開するなど、J I C S A P

仕様の普及に向け活動を本格化しました。

なお、同年4月には全銀協が、国際標準化及び

J I S規格化の進展に対応し、技術的な仕様を全面

的に改定、これを「全銀協I Cカード標準仕様」と

して発表しています。

改訂にあたっての基本的な考え方の一つには、

国際標準規格に準拠したI Cカードで多目的利用を

実現することが含まれています。

5．広域・多目的利用ICカードに
向けたバージョンアップ

滝川市における多目的利用I Cカードシステムの

モデル事業で、異なるカードベンダー間の互換性

及び1枚のI Cカードによる多目的利用が可能であ

ることが実証されました。

一方、9 7年9月のJ I C S A P仕様V 1 . 0の開示により、

J I C S A P仕様のI Cカードが特定のアプリケーショ

ン用ではなく、汎用的にどんなアプリケーション

にも対応可能な機能を持っており、ファイル構成

が必要に応じて自由設計できることから、いわゆ

るカスタム仕様にも使えるJ I S準拠のI Cカードと

いうことも、システム開発者に理解されるように

なってきました。

こうしたことから、S型（1 6社暫定仕様）を使

用してきた自治省の地域カードシステムにV 1 . 0が

提案されるなど、J I C S A P仕様I Cカードを採用す

る動きが次第に顕在化してきました。

ちなみに、現在公開されている国内I Cカード仕

様のほとんどがJ I C S A P仕様を参照しており、建

設I Cカード、全銀協I Cカードなどは、運用場面で

のセキュリティ設定が一致していれば、ファイル

内のデータと交換が可能です。

さて、こうした中で、9 8年3月住民基本台帳法

改正案が国会に提出されました。法案は政府が金

融再生法案の処理を優先させたことなどから、結

果として審議は先送りされることになりました。

しかし、法案には希望する国民に市町村から「住

民基本台帳カード」が交付されることが盛り込ま

れており、そのカードはI Cカードが有力視されて

いることから、同法案の提出は、行政サービス分

野における本格的かつ全国規模のI Cカードシステ

ムの登場を予告するものでした。

（1）バージョンアップの背景と目的

今回のバージョンアップには上記のような背景

があり、直接的には通産省及び社会保険庁からの

協力要請を受け、ニューメディア開発協会との連

携により実施されました。

（通産省）

情報インフラストラクチャ及びそれらを利用し

た各種サービスの提供が急速に普及する中で、サ

ービス利用者にとっての利便性を向上させるた

め、次の課題について速やかに対応する。

ア．利用者の利便性を拡大し、かつI Cカードの普

及を促進するために、1枚のI Cカードを複数の
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目的に使用可能で、かつI Cカード製造メーカの

新規参入、サービス提供者の新規参加、および

複数の主体によって発行されたI Cカードの相互

運用が容易に可能な環境を整備する。（多目的

に利用可能なI Cカードシステムの環境を整備す

る課題）

イ．公共・民間分野で、様々なサービスをネット

ワークを通じて提供するニーズが高まりつつあ

るが、同時に、サービス提供者とサービス利用

者が相互に確認するための情報や、サービスに

係わる個人情報の安全を確保する必要性も高ま

っている。そのため、相互認証や個人情報の管

理を、I Cカードを利用することによって安全に

実現するための、基礎技術を整備する。（I Cカ

ードのネットワーク環境での課題）

（社会保険庁）

J I C S A Pからの提案を参考に、熊本県八代市で

実施してきた健康保険証I Cカード化実験の第2期

実験（9 8年1 0月を予定）において、J I S準拠のI C

カードに切替えることを検討する。

ア．発行コマンドの完備性

発行ライブラリの導入・運用についての現状

と課題、D Fの生成機能など

イ．セキュリティ機能

現行システムより高いセキュリティレベルを

確保するための相互認証、鍵の管理、セキュア

メッセージング暗号コマンドなどに対する機能

（2）広域利用とは

「広域」とは、全国どこでも利用できる、とい

う地域的汎用性はもちろん、複数のアプリケーシ

ョンを広範囲に利用できるという意味も含んでい

ます。

しかし、1枚のカードのメモリ容量には一定の

限界があるため、すべてのアプリケーションを搭

載しようとすると、メモリ不足になる恐れがあり

ます。この解決には、利用する時点で、カード利

用者が必要とするアプリケーションだけを選び、

カードに記憶させることができればよいし、不要

となったものが削除でき、その領域を再利用でき

ればなおよろしいといえます。

バージョンアップしたJICSAP V1.1は、カード

内にあるファイルの追加・削除・再利用を可能と

し、パーソナルカードとも言うべき機能を実現し

た仕様となっています。

（3）広域・多目的利用I Cカードのユーザ要求

広域利用では、上記の技術要件のほか、住民基

本台帳ネットワークを例にとれば、全国の各市町

村が「住民基本台帳カード」発行主体となって、

複数のカードメーカやシステムインテグレータに

発注して行くことや、市町村以外の複数の民間サ

ービス提供者がこれに相乗りする利用形態が想定

されるため、こうした場面でのファイルの独立性

とセキュリティ機能、認証機能がとりわけ重要と

なってきます。

広域・多目的利用のI Cカード仕様として、ニュ

ーメディア開発協会から示された主たるユーザ要

求は以下のような事項でした。

ア．要求事項

1枚のI Cカードで、カード利用者の要求や、

提供されるサービスの変化に対応して、いつで

も、どこでも、またいくつでも、業務発行処理、

業務サービスの利用及び業務削除処理が可能な

システムとする。

イ．I Cカードに対する新機能要求

ａ．業務サービスごとの独立性を確保すること

既存の業務サービスのために生成されたファ

イルに設定されているアクセス権が侵されるよ

うな鍵の設定を、I Cカードが許可しない機能を

持つこと。

ｂ．業務サービスを削除する機能を持つこと

1つの業務サービスに関わるファイルを登録

する領域であるD Fを単位に、削除可能で、削

除したファイルの領域に他の業務サービスを登

録可能とする機能を持つこと。

ｃ．I Cカード認証機能

ｄ．カード発行者が自らが発行した広域・多目的

利用I Cカードを1枚単位で確認できること。

ｅ．カード発行者が業務発行を許可したサービス

提供者を確認できること。

ｆ．上記機能が、ネットワークを通じて安全に行

なわれること。

ウ． I Cカードの発行に関する要求

ａ．カード発行者およびサービス提供者は、I Cカ

ード製造メーカを意識することなく、カード発

行処理、または業務発行処理をする事が可能な

こと。

ｂ．サービス提供者は、そのI Cカードに業務発行

処理可能であることをチェックするために、I C

カード内のメモリ残容量を精査可能なこと。
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（4）検討体制

ユーザ要求に基づき、J I C S A Pは標準化部会に

「カード発行処理基盤技術検討分科会」、ニューメ

ディア開発協会は「I Cカード等広域・多目的利用

研究会」に「広域利用検討ワーキンググループ」

と「システムインテグレーションワーキンググル

ープ」を設置し、取組みました。なお、検討作業

の効率化と透明性、公平性を期し、広域利用検討

ワーキンググループには公募によるJ I C S A P会員

が委員として参加しています。

（5）V 1 . 1の主たる規定内容

J I C S A P仕様V 1 . 1の運用コマンドは、V 1 . 0との上

位互換性を持ち、発行コマンドを除き、運用コマ

ンド・準システムコマンド及びファイルのアクセ

ス権とセキュリティ要件を一致させることによ

り、双方のI Cカードで共通の業務サービスが利用

できます。

以下、V 1 . 0とV 1 . 1の規格内容の関係、V 1 . 1の主

たる追加・変更機能を示します。

ア．ファイル管理

I Cカードに記録されているデータにアクセス

するのがコマンド機能ですが、カード発行者、

サービス提供者、およびカード利用者が設定す

るセキュリティ要件を超えて、I CおよびI Cカー

ドの製造処理過程以外に存在しないこと。

セキュリティ対策としてスーパーバイザコマ

ンドのI Cカード内の存在を禁止し、そのセキュ

リティ監査証跡を担保するため、I S O 9 9 9 2－2及

び全銀協I Cカード標準仕様（9 8年4月改訂版）

に準拠し、M F直下に「I C製造者識別子ファイ

ル」の設定を推奨しています。

イ．業務一覧ファイル

D F削除機能を適用する場合、対象とするD F

をSELECT FILEコマンドでカレント状態にす

る必要がありますが、SELECT FILEコマンド

のD F削除対象とは異なるD Fがカレント状態と

なる可能性があります。

このパーシャル名による誤セレクトを防止す

るため、D F直下の業務一覧ファイルにD Fを記

録しておき、その内容でD Fを確認する方式を

とっています。

ウ．D Fのセキュリティ上の独立性

D F創生時、当該D Fおよび直接の上位・下位

D Fに存在する、I E Fの創生を禁止することによ

り、セキュリティ上の独立を実現しています。

また、業務発行処理の際、1階層目のD Fには

D Fの創生を管理するキーを記録することとし、

業務サービスの提供時に使用するD Fは2階層目

のD Fとします。なお、その際に当該業務サー

ビスに係わるファイルのセキュリティ要件は、

独自の設定が可能です。

エ．D Fの追加、削除、再利用機能

オプションとして、D F単位での追加および

削除，再利用が可能です。なお、D F削除のア

クセス種別は以下の理由から、創生系（発行）
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項　　目

1．運用コマンド・準システム
コマンド

2．業務一覧ファイル管理
（オプション）

3．D Fのセキュリティ上の独立性

4．D F単位での追加／削除／
再利用

（オプション）

5．認証系暗号化方式
（オプション）

6．セキュアメッセージ
（オプション）

7．発行処理

広域・多目的利用I Cカード
JICSAP V1.1

JICSAP V1.0準拠

自D F（M F）名及び直下のD F名を
W E Fに記録する

当該D Fおよび当該D F直接の上位・
下位D Fに存在する、I E Fと同一区分
のI E Fの創生を禁止することにより、
セキュリティ上の独立を実現

・追加／削除可能
・削除した部分は再利用可能
・発行D L Lを用いる

複数の暗号化方式を搭載できる仕様
としたので、T r i p l e - D E SとR S Aを実
装

CHANGE KEYコマンドに対しての
セキュアメッセージ機能を実現（デ
ータの隠蔽、データの完全性確認）

・J I C S A P発行ライブラリ仕様
V 1 . 1準拠

・発行D L Lを用いる

従来の多目的利用I Cカード
JICSAP V1.0

JICSAP V1.0準拠

JICSAP V1.1準拠可能

JICSAP V1.0準拠

追加のみ可能

D E S、F E A L、R S Aのうちのいずれ
か1つの暗号方式を搭載でき、D E S
を実装

――――

J I C S A P発行ライブラリ仕様
V 1 . 0準拠

JICSAP ICカード仕様比較表



と削除を同じアクセス種別にしました。（アク

セス種別については、今後不都合があれば継続

して検討します。）

・発行した者のみが削除可能とする。

・D Fを二階層化することにより、一階層目の

D F配下のI E Fを照合しないとD Fの削除がで

きないファイルデザインを推奨することによ

り、D Fを発行したサービス提供者以外の削

除を妨げる。

オ．暗号化方式（認証用）

I Cカードに複数の暗号アルゴリズムを搭載で

きる仕様です。対象鍵暗号方式として、新たに

トリプルD E Sを実装しています。

暗号化：暗／復／暗

復合化：復／暗／復

非対象鍵暗号方式には、R S A（5 1 2ビット）

を実装します。

カ．セキュアメッセージング機能

セキュアメッセージング機能は、ユーザーニ

ーズへの早急な対応を行なうために、

1．データの隠蔽、

2．データの完全性の確認、

3．データの隠蔽かつ完全性の確認、

という3つの機能をCHANGE KEYコマンドに

適用するという条件付きで盛り込みました。当

該仕様では、セキュアメッセージング機能の相

互運用性を考慮し、カード上に1～3全ての機能

を実装することを推奨しています。

（6）一般公開説明会の開催

広域・多目的利用I Cカード仕様は、J I C S A P仕

様V 1 . 1として9 8年7月に開示され、9 8年1 0月文京

区シビックセンターでの一般公開説明会において

報道機関にも公開されました。

V 1 . 0の際は報道発表を見送りましたが、今回は、

当初から実証実験への多数企業からの提案、参加

を期し、早期開示が求められていたこと、民間分

野で活発化しているシステム提案への配慮等か

ら、早期開示に加えて、一般公開説明会の実施ま

で踏み込みました。

（7）岐阜県益田郡での実証実験の開始

J I C S A P仕様V 1 . 1を採用して、9 8年1 0月に岐阜

県益田郡の5町村（金山町、下呂町、小坂町、萩

原町、馬瀬村）を対象に、実証実験がスタートし

ています。

実験は、電源地域の振興をめざし、電源地域振

興センターが通産省・資源エネルギー庁からの委

託を受けて実施している「電源地域指導事業」の

一環として、ニューメディア開発協会により進め

られています。

岐阜県では、産学官による「I Cカード導入研究

会」を設置し、実験システム導入のための基本的

なガイドライン「産学官I Cカード導入研究会調

査・研究報告書（9 9年3月）」をまとめています。同

報告書は、観念的な見方や理論先行しがちな現状

の打開には、実践こそが突破口、「住民基本台帳ネ

ットワーク構想」に先がけて地域から実践するこ

とのメリットを生かし、今後国レベルで進むI Cカ

ード利用システムをリード、サポートする役割を

担いたいとする考え方が背骨になっています。

なお、八代市の健康保険証I Cカード化第2期実

験も、計画どおり9 8年1 0月から、J I C S A P仕様に

基づくI Cカードに全面切換えしスタートしていま

す。

6．英訳JICSAP仕様の刊行

J I C S A Pではここ3年連続して、I Cカード先進地

域の欧州電子マネー動向をターゲットに調査団を

派遣し、帰朝報告会や報告書により調査結果を発

表してきました。

このような海外活動で、情報収集活動だけでは

なく、日本からの情報発信も積極的に行ってほし

いとの声が、毎回調査団に現地参加している

J E T R Oや訪問先からでています。

J I C S A Pではこうした要望に積極的に対応して

いく必要があると考え、ドイツに在住する邦人コ

ンサルタントとの契約を結び、必要な情報をコン

サルタントを介して発信していく体制を作るとと

もに、情報発信の第一候補としてJ I C S A P仕様の

英訳に取組むこととし、9 9年3月に刊行しました。

英訳J I C S A P仕様を第一候補とした主たる理由

を以下に示します。

ア．わが国のI Cカード関連技術のP R

先に、日本は製造面では最先端の位置にいる

と自負しているものの、利用面では欧州に大き

く遅れをとっているとの指摘をしました。しか

し、広域・多目的利用の観点からは、利用技術

面においてもJ I C S A P仕様の有用性と普及性は

国際的にみても高いと考えられ、現に海外から

の照会も寄せられています。

このため、英訳途中の英訳版スケルトンを、

通産省の要請で出席した第1 0回日仏エレクトロ
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ニクス・ラウンドテーブル（9 8年1 1月5日～6日）

をはじめ、照会先に配布し、完成した英訳仕様

書は入手希望があった内外の企業にすでに提供

されているほか、I S O／T C 2 1 5のHealth Cards

W Gでも紹介しています。

また、9 9年6月に国際標準として規格化され

たISO 15408に対応して、わが国のソフトウェ

ア及び電子機器・部品等のセキュリティ評価基

準の作成に取組んでいるI Cカード取引システム

研究開発事業組合（I C C S）では、J I C S A P仕様

をモデルとしたプロテクション・プロファイル

原案の国際整合性の検証を、欧州の評価認証機

関に英訳仕様書を付して依頼することを検討し

ています。

イ．I S O／I E Cへの標準化提案

広域・多目的利用I Cカードの開発では「次世

代I Cカードシステム」の方向性を見極め、必要

な技術開発と普及を行う目的が込められていま

した。

この流れを受け、さまざまな調整を経て9 8年

1 2月に「次世代I Cカードシステム研究会」が設

立されました。同研究会はニューメディア開発

協会との連携の中でシンクタンクとして機能

し、通産省の「アドバンスドI Cカードシステム

の開発」プロジェクトをはじめ各省庁との情報

交換を通じ、J I C S A P仕様をベースとした次世

代I Cカードシステムの実現をめざしており、国

際デファクトスタンダードとしてI S O／I E Cに

提案できる成果を挙げたいとしています。

9 5年に結ばれたW T O／T B T協定により、I C

カードをはじめすべてのJ I Sなどの国家規格は

世界貿易の障害になるとして、W T O加盟国は

国際規格に準拠して、国家規格を策定すること

が義務づけられることになりました。以降わが

国でも国際標準とJ I Sの整合性がJ I S原案作成に

おいても重要視され、規格化においてはややも

すると受け身的な対応となっています。

I S O／I E Cの国際標準化は1国1票の多数決原

理で進められるため、標準化提案にあたっては

理解国を確保することが決め手となりますが、

以前から言語の問題がわが国にとって最大の課

題だと指摘する意見もあります。

J I C S A Pでは、広域・多目的利用I Cカードの

実装規約としての英訳仕様が次世代I Cカードの

提案に反映され、I S O／I E Cの国際標準化プロ

セスでの活用につながり、国際市場への拡大の

一助となることを期待しています。

7．今後の取組み

I Cカードは高度情報化社会における重要な要素

技術の1つで我が国が得意とするハイテク商品で

あり、またI Cカードシステムは新しい社会システ

ムとなり得る可能性を有し、かつ国家経済におけ

る投資効果も大です。

「住民基本台帳カード」をはじめ公共・民間分

野での大規模システムの本格導入に向け、我が国

のI Cカード市場では、今後I Cカード及び関連機器

の標準化とI Cカード採用システムの増加とが相俟

って、I Cカードの低廉化と多機能・高機能化が進

むものと予想されます。

また、技術面ではネットワーク機能とともに

C P UやM E M O R Yの飛躍的な技術革新によって、

これまでのカードリソース上の制約から大きく開

放される可能性が期待され、さらに各種実証実験

からは本格展開に必要となるI Cカードシステムの

運用・制度・法律などについても新しい、貴重な

情報が得られるものと考えられます。

現在、J I C S A PをはじめI Cカードの標準化に関

係する機関、団体では、2 0 0 0年度のJ I S原案作成

候補を絞りつつありますが、接触、非接触どちら

が主流になるかは別として、国際標準化が遅れて

いる非接触型のJ I S化については、次世代I Cカー

ドが非接触の近接型（I S O／I E C 1 4 4 4 3）を前提に

しているほか各分野で、近接型が主流となる形勢

となっていること等から、国内の市場動向に合わ

せ、何等かの大きな決断を迫られるかもしれませ

ん。また、これから明らかになる次世代I Cカード

仕様とJ I C S A P仕様との関係整理も大きな課題に

なることでしょう。

この場合、様々な分野にI Cカードシステムがそ

の適用分野を拡大して行き、技術革新のスピード

も急速であることなどから、国内ばかりでなく、

I S O／I E Cの場をも視野に入れ、まずは企業レベ

ルの利害を乗り越え国内標準としての統一を図

り、それを国際標準化につなげていくような戦略

的取組みが肝要です。

J I C S A Pではかかる情勢と考え方を踏まえ、ま

た工業標準化法が改正され、従来にも増してJ I S

原案作成委員会の透明性、公平性が重視されるよ

うになったこと等から、9 9年8月に委員構成を大

きく見直し、質・量的な充実を図りましたが、I C

カードに特化したミッションを受け、今後も期待

に沿えるよう標準化活動に取組んで行くこととし

ています。
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